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• 参加者の在宅訓練の実施状況は、コロナ禍から在宅訓練を常時実施が193
名(36.6％)で最も多く、次いで非常事態宣言下等の規制のある時期限定で
実施していたのが155名（29.4％）であった。コロナ禍以前から在宅訓練を実
施していたのは60名（11.4％）であった。
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• テレワーク就労支援における就労実現の事例の有無に関する状況では
• 35.5％（187名）は実現した事例なしであった。
• 30.7％（162名）はテレワーク就労を実現した事例を有していた。
• 29.0％（153名）は希望者がいないことを理由とする事例なしであった。
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• 事業所の在宅訓練の実施状況とテレワーク就労実現の状況のクロス集計を行
い残差分析を実施した。コロナ禍以前から取り組んでいる事業所は、テレワーク
就労の実現をしている傾向が有意に多かった(χ２（54）＝292.075,p<0.01)。

• 一方で、非常事態宣言下のみの実施をした事業所は、有意にテレワーク就労
の実現事例が少ないことが明らかになった。
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χ 54 292.075,p<0.01
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